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（別紙１） 「起きてはならない最悪の事態」ごとの脆弱性評価結果 

 

１．大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる 

1-1) 巨大地震による住宅・建築物の倒壊や大規模火災に伴う甚大な人的被害の発生 

（住宅・建築物等の耐震化） 

○ 住宅や多数の者が利用する建築物の耐震化率は、約 7 割（H20）と全国水準を下回って

いる。公共建築物に比較し、民間建築物の耐震化が進んでいないため、国の制度を活用し

た支援や啓発活動の充実、耐震診断から工事までの一貫サポートなどきめ細かな対応によ

り、耐震化の一層の促進を図る必要がある。 

○ 災害拠点病院や社会福施設等の耐震化率は、全国平均を上回っているが、災害時に必要

な施設であることから、助成制度の周知を図り、引き続き耐震化を進める必要がある。 

 

（公共施設等の維持管理） 

○ 公共建築物等の老朽化対策については、維持補修等必要な取組みを進めているが、今後、

更新時期を迎える建築物も見込まれることから、計画的な維持管理・更新を行っていく必

要がある。 

 

（空家対策） 

○ 大規模災害発生時の倒壊による道路の閉塞や火災発生などを防止するため、市町村等と

連携して総合的な空家対策を推進する必要がある。 

 

（大規模盛土造成地対策） 

○ 大規模盛土造成地については、一部の市町で有無の調査が行われているにとどまるため、

大規模盛土造成地を把握するためのマップの作成などにより、情報共有を図る必要がある。 

 

（市街地整備） 

○ 都市の防災機能の向上を図るため、市町と連携して市街地再開発事業など密集市街地の

面的整備を促進する必要がある。 

 

（無電柱化対策） 

○ 大規模災害の発生に備え、電柱等の倒壊から緊急輸送道路や避難路を確保するため、市

街地等の幹線道路など必要性及び整備効果の高い箇所を選定し、無電柱化を計画的に推進

していく必要がある。 

○ 緊急輸送道路においては電柱建込禁止区間の指定を検討する必要がある。 

（指標） 

 住宅の耐震化率           71％（H20）  全国 約79％（H20） 

 多数の者が利用する建築物の耐震化率 72％（H17）  全国 約80％（H20） 
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 市街地等の幹線道路の無電柱化率   10％（H23末） 全国  15％（H24） 

 災害拠点病院及び救命救急センターの耐震化率  

                   91％（H25）  全国  79％（H25） 

 社会福祉施設の耐震化率       90％（H24）  全国  84％（H24） 

 

1-2)集中豪雨による市街地や集落等の大規模かつ長期にわたる浸水被害の発生  

（総合的な治水対策の推進） 

○ 台風等の豪雨や、短期的・局地的豪雨の増加に伴い、毎年のように水害が発生している。

このため、近年被害を受けた河川や都市部を流れる河川等のハード対策を重点的に実施す

るとともに、整備途上における被害軽減や計画を超える洪水等への対応として、ソフト対

策の充実を図る必要がある。 

 

（河川管理施設等の長寿命化対策） 

○ 県内には河川構造物が多く存在し、その多くが設置から 30 年～40 年を経過し更新期を

迎えていることから、洪水時に施設の機能が確実に発揮されるよう、適切に維持管理して

いく必要がある。 

（指標） 

過去の主要洪水による実績床上浸水被害家屋数 239戸（H25） 

内水ハザードマップを作成・公表し、防災訓練等を実施した市町村の割合 

                ７％（H24）  全国 31％（H24） 

 洪水ハザードマップを作成・公表し、防災訓練等を実施した市町村の割合 

                100％（H24）  全国 62％（H24） 

河川構造物の長寿命化対策率 94.2％（H25） 
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1-3) 大規模土砂災害・火山噴火による集落等の壊滅や甚大な人的被害の発生  

（総合的な土砂災害対策） 

○ 地域特性を踏まえた総合的な土砂災害対策を計画的に進めているが、土砂災害のおそれ

のある区域が多数存在（砂防指定地面積 87,876ha（全国 1 位）等）し、整備に着手できな

い箇所が数多くあることから、緊急性の高い箇所について重点的に整備を進める必要があ

る。 

○ 全国よりも速いペースで土砂災害警戒区域の指定を進め、平成 26 年度中に完了する見込

みであるが、この成果を活かし、ハード対策で対応できない箇所については、市町村等と

連携して立地規制等を行うとともに、山間地の特性や渓流の荒廃状況を踏まえた警戒避難

体制の整備を行う必要がある。 

 

（砂防施設等の長寿命化対策） 

○ 多数の砂防施設（砂防堰堤等約 4,200 箇所）を管理しており、これら施設の高齢化が進

んでいることから、計画的な維持管理を行う必要がある。 

 

（治山ダムの改良） 

○ 県内において、これまでに約１万９千基の治山ダムを設置してきたが、土石流への衝撃

に対する機能強化や、最下流治山ダムの土砂ポケット確保、流木捕捉対策工の設置などに

よる機能拡充が必要である。 

 

（火山災害対策） 

○ 関係機関と連携を図りながら、火山ハザードマップや避難計画の作成などのソフト対策

に加え、防災設備の整備などのハード対策について、早急に検討を行い、実効性ある対策

を実施する必要がある。 

○ 平成 26 年 9 月 27 日の御嶽山噴火を踏まえ、登山者の事前準備の徹底や、火山災害発生

時の安否確認と捜索救助活動の迅速化を図るため、活火山における登山届の提出義務化に

ついて検討する必要がある。 

（指標） 

土砂災害から保全される人家戸数  約2.2万戸（H25） 全国 約108 万戸（H24） 

砂防長寿命化計画に基づく補修・改築の着手率 3 ％ (H25) 

 具体的で実践的な避難計画の策定率（火山） 33％（H24） 全国 13％（H24） 
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1-4)亜炭鉱廃坑跡の大規模陥没による市街地崩壊に伴う死傷者の発生  

（亜炭鉱廃坑対策） 

○ 県では、従来からの事後対応に加え、予防的な防災工事を行うモデル事業を御嵩町にお

いて実施し、事前予防に道を開いたが、モデル事業では御嵩町の亜炭鉱廃坑の一部の対策

しか行うことはできず、また、モデル事業の市町村以外にも対策を要する地域が存在する

ことから、モデル事業の成果を検証のうえ、今後の対策について検討が必要である。 

○ 南海トラフ地震等が発生した際、亜炭鉱廃坑の崩壊により路面の陥没が懸念されること

から、緊急輸送道路における路面陥没対策を推進する必要がある。 

 

（指標） 

 南海トラフ巨大地震亜炭鉱跡防災モデル事業 対象面積 約 20ha（H26.11 末） 

 陥没被害（特定鉱害）の発生状況（H14~H25 年平均件数） 

  中津川市 1.8 件 瑞浪市 0.1 件 可児市 0.2 件 御嵩町 4.2 件 県計 6.3 件 

 御嵩町内の県管理緊急輸送道路 対象延長 約 2.5km 
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1-5)情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等に伴う被害の拡大  

（住民等への情報伝達の強化） 

○ 県では、避難勧告等を発令する市町村長や市町村職員を対象とした研修や、国のガイド

ラインの改訂を踏まえた訓練を市町村と合同で実施しているが、外国人を含む観光客や要

配慮者等への対応を含め、災害情報の伝達体制を強化する必要がある。 

○ 災害情報の伝達方法については、「ハザードマップ」や「ぎふ川と道のアラームメール」、

エリアメールの活用など多様化を進めているが、さらに充実を図る必要がある。 

○ 災害時の道路交通の混乱を回避するため、主要幹線道路の通行不能情報等を道路利用者

に速やかに提供する大型情報板の設置等を推進する必要がある。 

 

（防災教育の推進） 

○ 国土強靱化を図る上で、それぞれの地域における災害対応力を高めることが重要であり、

参加率が低下傾向にある自治会の強化や防災リーダーの育成など、地域における既存の仕

組み・人材を活用したリスクコミュニケーションの充実を図る必要がある。 

○ 県民の自助実践を促進する「災害から命を守る岐阜県民運動」については、「命を守るた

めのとっさの行動」を重点テーマに実施しているが、各家庭での防災対策が重要であるこ

とから、さらなる取組みが必要である。 

○ 防災キャンプの実施や防災教室講習会、伝統的防災施設マップを活用した総合学習など

を通じ、学校関係者及び児童生徒に対し、自ら命を守る防災意識の向上に向けた取組みを

進めているが、地域・学校の実情に応じ、自主的な取組みを促進するなど、成果を広げて

いく必要がある。 

 

（防災情報システムの整備） 

○ 災害時の行政機関相互の通信回線を確保するため、防災情報通信システムの複線化など

耐災害性を強化する必要がある。 

 

（要配慮者対策の推進） 

○ 避難行動要支援者の避難行動を支援するため、市町村による避難行動要支援者名簿の作

成及び避難支援計画の具体化を促進するとともに、自治会を中心とした避難訓練を定期的

に実施するなど、その実効性を確保していく必要がある。 

（指標） 

 全国瞬時警報システム（J-ALERT）自動起動装置の整備率 

              100％（H25） 全国 93％（H25） 

 災害情報共有システム（Lアラート）の都道府県の導入状況 

             導入済（H25） 全国 32％（H25） 
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２．大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる 

2-1) 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止  

（支援物資の供給等に係る広域連携体制の構築） 

○ 広域防災拠点について、市町村と連携し、拠点の追加等を進めているが、広域受援体制

の強化のため、適宜防災拠点の機能を見直し、資機材等必要な整備を進める必要がある。 

○ 東日本大震災などでは、「道の駅」が被災者の一次避難場所として利用され、防災拠点や

復興支援拠点としての機能を果たしたことを踏まえ、「道の駅」が災害時に防災拠点として

利用できるよう機能を強化することが必要である。 

○ 生活必需物資や医療救護、緊急救援など災害時における応援協定を各分野で締結してい

るが、災害時において確実に活動できるよう、平時から連絡や訓練を行う必要がある。 

 

（上下水道の耐震対策） 

○ 県営水道については、大規模地震対策及び老朽化対策を進めており、引き続き計画的に

推進する必要がある。また、市町村における水道施設については、さらなる耐震化の促進

が必要である。 

○ 流域下水道の地震対策については、「汚水処理施設の長期間の機能停止を防ぐための耐震

対策」に重点化し、計画に沿って耐震化を進めているが、完了までなお時間を要すること

から、被災した際の被害を最小限にとどめるため、関係機関との応援体制の確保、資材の

備蓄、緊急時対応マニュアルに基づく防災訓練などのソフト対策を進める必要がある。ま

た、市町村下水道施設について耐震化を促進する必要がある。 

 

（非常用物資の備蓄促進） 

○ 家庭等における備蓄について、３日分以上の備蓄が奨励されていることから、防災フェ

アなどを通じ、自主的な備蓄の促進に向けた啓発に引き続き取り組むとともに、市町村に

おける非常用物資の備蓄や、民間企業と連携した備蓄体制の強化に取り組む必要がある。 

（指標） 

上水道の基幹管路の耐震適合率  34％（H24）  全国 34％（H24） 

 地震対策上重要な下水管きょにおける地震対策実施率（市町村を含む） 

                 64％（H24）  全国 約41％（H24） 
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2-2) 多数かつ長期にわたる孤立集落の同時発生 

（道路ネットワークの整備、橋梁の耐震化、道路斜面対策） 

○ 県土の８割を山地が占める本県の地形的特性上、孤立予想集落が多く存在しており、大

規模災害により集落の孤立が多発した場合には、長期間にわたり孤立状態が続くことが懸

念される。このため、代替ルートを含めた整備や道路防災対策を進めるとともに、市町村

と連携し、緊急時の避難ルートの検討など、必要な取組みを進める必要がある。 

 

（道路ネットワークを守る治水・土砂災害対策） 

○ 山間部においては、河川沿いの狭隘部等に社会、経済、行政等の中枢機能や交通が集中

しているが、このような山間狭隘部においては毎年のように水害、土砂災害による集落の

孤立が発生しており、大規模災害発生時にも道路ネットワークを確保するため、治水・土

砂災害対策を推進する必要がある。 

 

（道路における大雪対策） 

○ 県管理道路の除雪作業に使用する除雪機械の大部分を民間所有に頼っているが、県にお

いて機材を整備するなど、除雪体制の強化を図る必要がある。 

（指標） 

 県管理橋梁の耐震補強完了率 78％（H25）     

 県管理道路斜面等の要対策箇所数 1659箇所（H25）    

 県有除雪機械の保有台数 53台（H25） 
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2-3)警察、消防等の被災等による救助･救急活動の遅れ及び重大な不足 

（警察災害派遣隊の体制強化） 

○ 平成 25 年１月に設置した県警察災害派遣隊については、大規模災害発生時における広域

的な部隊派遣態勢を確立しておくため、関係機関と連携した実動訓練を実施するとともに、

部隊の対処能力の向上を図る必要がある。 

 

（災害対応力強化のための資機材整備） 

○ 警察、消防の災害対応力強化のため、情報通信基盤や災害用資機材の充実などを図る必

要がある。 

 

（関係行政機関との連携体制の整備） 

○ 大規模災害発生時においては、他都道府県警察ヘリの応援を受けることになるが、現有

の施設は狭隘なうえ、燃料備蓄量も十分でないことから、航空自衛隊岐阜基地の支援を受

けるなど、受入れ体制の整備を図る必要がある。 

 

（警察庁舎等の整備・耐震化） 

○ 発災直後に全国から集結する応援派遣部隊、自県の広域緊急援助隊等のマンパワーを無

駄なく、迅速に運用するため、基幹防災拠点としての警察署の整備を行う必要がある。 

○ 警察庁舎等の耐震補強は、平成 29 年度に完了する見込みであるが、改築による耐震化を

予定している警察署や庁舎について、計画的に整備を進める必要がある。 

 

（バックアップ体制の整備） 

○ 大規模災害により、警察本部及び警察署の災害警備本部機能が使用不能に陥った場合に

備え、代替施設を確保する必要がある。 

 

（信号機停電時対策） 

○ 国道などの主要道路に接する信号機に、可搬式発動発電機の接続に対応した信号機の整

備を進める必要がある。 

 

（業務継続体制の整備） 

○ 平成 24 年７月に「岐阜県警察大規模災害対応業務継続計画」を策定したが、大規模災害

発生時においても、災害警備活動を実施しつつ、通常業務等の警察機能を維持するため、

非常時優先業務と人員計画等をあらかじめ明確にする必要がある。 

 

（消防人材・消防団員等の確保・育成） 

○ 近年、短期的・局地的豪雨等による自然災害が頻発し、南海トラフ地震の発生も危惧さ

れる中、複雑・多様化する災害への消防職員及び消防団員等の対応能力を高めるための教

育環境を整備する必要がある。 
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○ 地域防災力を維持するため、消防団員・水防団員の確保対策を図る必要がある。 

（指標） 

 緊急消防援助隊の増強   88隊（H25）  全国 4,600 隊（H25） 

 リエゾン協定締結率  100％（H25）   全国 93％（H25） 

 都道府県警察本部及び警察署の耐震化率   78%（H25） 全国 82％（H24） 

 停電時の電力供給（可搬式発動発電機）を可能にする接続対応信号機の整備数 

              586基（H25末） 全国 97,784基（H25末） 

 消防救急無線のデジタル化整備済団体の割合 59%（H25） 全国 31％（H25） 

 専任水防団員数      全国 3 位 2,354 人（H25）  全国 14,383 人(H25) 
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2-4)医療・福祉施設及び関係者の絶対的不足・被災  

（災害医療体制の充実） 

○ 東日本大震災以降、６つの災害拠点病院の追加指定を行い、二次医療圏内の災害拠点病

院の複数化を進めてきた。残る西濃圏域についても追加指定を検討し、各圏域内のバック

アップ機能を強化する必要がある。 

○ 県内の災害拠点病院における災害派遣医療チーム（DMAT）保有率は、100％となってお

り、今後は各災害拠点病院の DMAT の複数化及び機能の維持向上を推進する必要がある。 

○ 平成 25 年度に、県内２か所に広域搬送拠点臨時医療施設（SCU）の設置に必要な資機材

を整備したが、運用訓練等を実施し、体制を強化していく必要がある。 

 

（災害拠点病院等の耐震化） 

○ 県内災害拠点病院 12 病院のうち 11 病院については耐震化済みであり、残る１病院につ

いても着手済みであるが、耐震化事業が着実に進むよう支援を継続する必要がある。 

○ 県内病院の耐震化率は 65.0％（H25）であり、全国平均（64.2％）を上回っているが、

更なる耐震化の推進が必要である。 

 

（救急医療提供体制の強化） 

○ 平時から他県との連携等により、災害時においても救急医療が実施できる体制の確保を

図る必要がある。 

 

（医療・介護人材の育成） 

○ 岐阜大学医学部における地域枠の設定や、大学と病院、医師会が連携した医師育成・確保コ

ンソーシアムによる医師確保策、看護・介護職員の処遇改善、介護福祉士を志す学生への修学

資金貸付けなど、関係者と連携して医療・介護人材の育成・確保を進めており、一定の成果を

上げてきている。今後の高齢社会の進展をにらみ、引き続き計画的な確保・育成策に平時から

取り組み、災害時に、医療や介護の絶対的不足による被害の拡大を生じないようにしていく必

要がある。 

 

（福祉施設等への支援） 

○ 県内の福祉団体、有識者、行政関係者により「岐阜県災害福祉広域支援ネットワーク協

議会」を平成 26 年 7 月に設立し、災害時の福祉・介護分野における人材派遣等、広域的な

緊急支援を行うための検討に着手しているが、今後、検討を踏まえ具体的な体制を整備す

る必要がある。 

○ 保育所や社会福祉施設等の防災体制の整備と応援協力体制の確立については、定期的な

監査等を通じ、概ね体制整備されている。今後も現状に合わせた防災計画の見直しや連携

体制の強化に努めるよう指導していく必要がある。 
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（緊急輸送道路ネットワークの確保） 

○ 広域的かつ大規模な災害の際には、医療施設等が無事であっても、インフラ被災時には

施設に到達できなくなるため、緊急輸送道路ネットワークを確保する必要がある。 

（指標） 

 災害拠点病院におけるDMAT 保有率 100%（H25） 全国 80％（H25） 

 都道府県単位の災害福祉広域支援ネットワークの構築検討着手数  

           着手済み(H26)  全国 16 県（H25） 

病院の耐震化率 65％（H25）  全国 64％（H25） 

 緊急輸送道路上の県管理橋梁の耐震補強完了率  89％（H25） 

 緊急輸送道路上の県管理道路斜面等の要対策箇所数 503箇所（H25） 
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３．大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する 

3-1)県庁及び市町村役場の職員･施設等の被災による行政機能の大幅な低下 

（庁舎等の防災拠点機能の確保） 

○ 県総合庁舎の耐震補強工事を引き続き行う必要がある。 

○ 公共施設等そのものが被災する可能性や、周辺インフラの被災によって機能不全が発生

する可能性があるため、防災拠点を守る治水・土砂災害対策を着実に推進する必要がある。 

○ インフラの被災により、県庁や市町村役場、広域防災拠点等へ到達できず、機能不全が

発生する事態を回避するため、緊急輸送道路ネットワークを確保する必要がある。  

○ 防災拠点への再生可能エネルギー等の導入については、国の補助金を活用した基金を造

成し、計画的に実施しているが、地域の重要な防災拠点を中心に、引き続き導入を推進す

る必要がある。 

○ 災害対策の中枢拠点となる県庁舎の建て替えについて、引き続き検討を進める必要があ

る。 

 

（広域連携の推進） 

○ 首都機能バックアップ拠点の誘致や県境道路の整備、災害時の広域応援体制の強化や帰

宅困難者対策など広域的に取り組むべき課題について、国、隣県等との連携の強化を図る

必要がある。 

 

（業務継続体制の整備） 

○ 被災時に備え、非常時優先業務の選定、職員の安否・参集状況の確認体制等について、

引き続き維持する必要がある。 

○ 平成 24 年７月に「岐阜県警察大規模災害対応業務継続計画」を策定したが、大規模災害

発生時においても、災害警備活動を実施しつつ、通常業務等の警察機能を維持するため、

非常時優先業務と人員計画等をあらかじめ明確にする必要がある。 

 

（行政情報通信基盤の耐災害性強化） 

○ 岐阜情報スーパーハイウェイについては、幹線の切断に備えた幹線網のループ化や、ア

クセスポイント及び中継局の耐火性・耐震性の確保などの対策を実施しており、引き続き

耐災害性の強化に取り組んでいく必要がある。 

 

（情報システム部門の業務継続体制の整備） 

○ 情報システム部門の業務継続計画の実効性を高めていくため、継続的に周知・訓練を行

うとともに、常に最新の状況を反映した計画となるよう点検を行う必要がある。 

（指標） 

 防災拠点となる公共施設等の耐震化率  87%（H24） 全国 83％（H24） 

 全国の47都道府県及び20政令指定都市における「再生可能エネルギー等導入推進基金事業」

の事業計画の策定  策定済み  全国  57％（H25） 
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４．大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動を機能不全に陥らせな

い 

4-1)サプライチェーンの寸断等による経済活動の麻痺 

（BCP策定／BCMの支援） 

○ 県内企業における事業継続計画（BCP）の策定については、岐阜県版 BCP の策定支援に

より、モデルとなる事業者の育成ができたが、今後、さらに策定する事業所を広げていく

必要がある。 

○ 本県と災害応援協定を締結する建設業関連団体が取り組む BCM（事業継続マネジメン

ト）の認定を行っているが、その取組みを継続する必要がある。 

 

（本社機能の誘致・企業立地） 

○ 国全体の強靱化に資する観点から、リニア中央新幹線の岐阜県駅が中津川市内に整備さ

れるという機会を活かし、首都圏等に立地する本社機能等の移転促進に向けた取組みを図

る必要がある。 

（指標） 

  岐阜県建設業広域 BCM 認定制度の創設（H26） 
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4-2)幹線が分断する等、基幹的交通ネットワークの長期間にわたる機能停止 

（基幹的な道路ネットワークの確保） 

○ 本県は内陸に位置し、津波等による被害はほとんどないと想定されるため、沿岸部の幹

線が甚大な被害を受けた際に、東西・南北の分断が生じることのないよう、主要な骨格幹

線道路ネットワークの整備を図り、広域的な代替ルートとしての機能を確保する必要があ

る。 

○ 本県は７県と接する内陸県であり、大規模災害時には、他県からの支援の受け入れや、

他県への支援を中継するために、県境道路を確保する必要がある。 

 

（道路ネットワークを守る治水・土砂災害対策） 

○ 道路ネットワークの機能を麻痺させないため、水害や土砂災害から保全するための対策

に取り組む必要がある。 

 

（リニア中央新幹線の整備促進） 

○ 大規模災害により交通の大動脈が分断する事態に備え、広域的な代替輸送ルート確保の

観点から、リニア中央新幹線の整備を促進する必要がある。 

 

（鉄道の老朽化対策・存続支援） 

○ 第三セクター鉄道等、県内地方鉄道においては、予防的な老朽化対策を早急に進めるた

め、老朽化した重要インフラの整備を重点的に支援し、鉄道の安全運行の確保を図る必要

がある。また、地方鉄道は地域を支える重要な交通機関であることから、沿線市町と連携

し、存続を支援する必要がある。 

（指標） 

東海環状自動車道の県内供用率 52％（H25）  

主要な骨格幹線道路ネットワークの整備率 33％（H26） 
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4-3)食料や物資の供給の途絶 

（災害時における食料供給体制の確保） 

○ 民間企業やＪＡ全農岐阜等と協定を締結し、災害時に必要な食料等生活必需物資の調達

や、米の備蓄と迅速な供給を行うなどの体制を維持している。今後も、非常時に備え、引

き続き体制を維持していくことが必要である。 

 

（農業水利施設の老朽化対策） 

○ 国が造成した基幹的農業水利施設における機能保全計画策定割合については、全国水準

を上回っているが、県で造成した農業水利施設も数多く存在しているため、安定した食料

供給に向け、引き続き長期的な施設機能の確保に向けた保全対策を推進する必要がある。 

（指標） 

 国が造成した基幹的農業水利施設における機能保全計画策定割合 

     10割（H24）  全国 ６割（H24） 

 湛水被害等のリスクを軽減する農地面積  128ha（H24）  全国  2.1 万ha（H24） 
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５．大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、

ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの

早期復旧を図る 

5-1)ライフライン（電気、ガス、上下水道等）の長期間にわたる機能停止 

（電力・ガスの災害対応力強化） 

○ 電力の長期供給停止を発生させないため、電気設備の自然災害に対する耐性評価の結果

に基づき、必要に応じ、電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）の災害対応力強

化及び復旧の迅速化を図る必要がある。 

○ 都市ガスについては、耐震性に優れたガス管への取り替えを進めており、各家庭には震

度５相当以上の地震で自動的にガスを遮断するガスメーターが設置されている。また、仮

に地震による被害が生じた場合は、被害地域を限定して供給停止する安全確保の仕組みを

整備しているが、引き続き、耐震性に優れたガス管への取り替えを計画的に推進する必要

がある。 

○ 豪雨等の風水害や豪雪に備え、市町村や道路管理者等と連携して災害情報の共有など連

携強化を図る必要がある。 

 

（分散型電源としての再生可能エネルギーの活用） 

○ 災害発生時の電力供給源としても有効な太陽光発電など再生可能エネルギーを含めた今後の

エネルギー政策のあり方について検討を進めるとともに、農業水利施設を活用した小水力発電

施設の整備や木質バイオマス発電の導入等を推進する必要がある。 

 

（情報通信事業者の災害対応力強化） 

○ 情報通信インフラについては、中継伝送路の冗長化・多ルート化や通信ビルの耐震化等

ネットワークの信頼性向上を推進しているところであるが、災害時に備え、避難施設等に

おける早期通信手段確保のための特設公衆電話及び帰宅困難者の一時避難場所の設置、衛

星通信機器の更新・追加配備を引き続き計画的に推進する必要がある。 

○ 土砂災害や豪雪等に伴う通信の不通を迅速に回復するため、市町村や道路管理者等との

情報共有など連携の強化を図る必要がある。 

 

（大雪対策） 

○ 豪雪に伴う倒木等による道路の通行止めや停電等ライフラインの途絶が長期間にわたること

を防止するため、関係者と連携し、対策を進める必要がある。 

 

（運輸・交通事業者の災害対応力強化） 

○ 県と事業者団体との間で、緊急・救援輸送に関する協定を締結しており、広域的な緊急

輸送等の役割が期待されている。このため、大規模災害時における緊急・救援輸送への対

応や早急な運行再開が図られるよう取組みを進める必要がある。 
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（上下水道施設の耐震・老朽化対策等） 

○ 県営水道及び流域下水道については、耐震対策、老朽化対策を進めており、引き続き計

画的に推進する必要がある。 

○ 農業集落排水施設については、汚水処理施設の機能確保のため、計画に基づき施設の機

能保全対策を実施し、実績は全国水準並みとなっているが、引き続き計画的に推進する必

要がある。 

 

（下水道における業務継続体制の整備） 

○ 大規模地震発生後に必要な業務を的確に行うため、市町村の下水道 BCP の策定を促進す

る必要がある。 

 

（合併浄化槽への転換促進） 

○ 老朽化した単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を引き続き推進する必要があ

る。 

（指標） 

 農業集落排水施設の機能診断実施地区割合  ４割（H25） 全国 ４割（H25） 

下水道 BCP 策定率 ８％（H24） 全国 約９％（H24） 

浄化槽台帳システム整備自治体数   2自治体（H25） 全国 198 自治体（H23） 

                  ※県（岐阜市以外の全市町村分）、岐阜市 
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5-2)地域交通ネットワークの県内各地での分断 

（地域を繋ぐ道路ネットワークの確保） 

○ 県土の８割を山地が占める地形的特性上、本県においては、人・物の移動・輸送手段を

車に大きく依存しており、地域を繋ぐ道路ネットワークの確保が非常に重要であるため、

着実な整備が必要である。 

○ 大規模な浸水や土砂災害が発生した場合でも、地域を繋ぐ道路ネットワークを確保する

ため、治水・土砂災害対策を着実に進める必要がある。 

○ 大雪の際にも、地域交通ネットワークの機能を確保していく必要があるが、県管理道路

の除雪作業に使用する除雪機械の大部分を民間所有に頼っており、県において機材を整備

するなど、除雪体制の強化を図る必要がある。 

 

（道路施設の維持管理） 

○ 高度経済成長期以降に整備した橋梁、トンネルなど、全国トップレベルの社会資本につ

いて、高齢化が進行しており、計画的な長寿命対策に取り組む必要がある。 

 

（道路情報の収集・提供の強化） 

○ 災害時の道路交通の混乱を回避するため、情報通信技術（ICT）を活用した交通ネットワ

ーク情報の収集を行うとともに、道路利用者に速やかに提供する必要がある。 

 

（農林道の整備） 

○ 地域交通ネットワークの強化及び孤立集落の発生防止のため、計画的に農道の整備や農

道橋の耐震対策を実施しているが、避難路や代替輸送路機能を確保するため、引き続き整

備を推進する必要がある。 

○ 林道のうち、地域交通ネットワークを補完し国県道等と連絡する幹線林道及び集落間林

道を優先的に整備するとともに、橋梁、トンネルについて改良すべき個所を把握するため、

早急に全箇所を点検診断する必要がある。 

（指標） 

県管理橋梁の耐震補強完了率      78％（H25） 

 県管理道路斜面等の要対策箇所数 1659箇所（H25） 

 農道橋（延長15m 以上）・農道トンネルを対象とした点検・診断の実施割合  

         ４割（H25）  全国 ２割（H25） 

 林道橋、トンネルの点検診断実施率 橋9.0％ トンネル75.0％（H25）  
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5-3)異常渇水による用水の供給の長期間にわたる途絶 

（水資源関連施設の整備推進等） 

○ 異常渇水等に対応するため、水資源関連施設の整備・機能強化、ダム群連携等の既存ス

トックを活用した水資源の有効利用を図る必要がある。 

 

（水源の多様化） 

○ 災害時や異常渇水時において必要な用水を確保するため、雨水・地下水等の有効活用を

図る必要がある。 

（指標） 

 県渇水対策本部の近年の設置状況（H6、H7、H17）  

 



62 

 

６．制御不能な二次災害を発生させない 

6-1) ため池、ダム、堤防、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生 

（農業ため池の防災対策） 

○ 人命財産に影響を与えるおそれある農業ため池については、点検・調査を実施し、計画

的な整備等を進めており、全国水準を上回る実績となっているが、ハード整備に着手でき

ていないため池については、防災マップの作成や管理体制の強化など、引き続きハード・

ソフトを組み合わせた取組みを継続する必要がある。 

 

（総合的な治水・土砂災害対策） 

○ 多数の河川・砂防施設を管理し、計画的に点検・巡視を行っているが、計画規模を超え

る出水や土砂流出等が発生し大きな被害が発生するおそれがあることから、ハード対策と

ソフト対策を適切に組み合わせた対策を進める必要がある。 

 

（河川構造物・砂防施設等の長寿命化対策） 

○ 県が管理する河川には、河川構造物が多く存在し、県では多数の砂防施設（砂防堰堤等

約 4,200 箇所）を管理しており、これらの高齢化が進んでいることから、制御不能な二次

災害を発生させないために適切な維持管理を行う必要がある。 

 

（河川管理施設の耐震化・液状化対策） 

○ 河川堤防や排水機場、樋門等、数多くの河川管理施設を管理しているが、大規模な地震

等による河川管理施設の機能不全に伴う二次災害の発生に備えるため、耐震対策や液状化

対策に計画的に取り組む必要がある。 

 

（農業用排水機場の整備） 

○ 農業用排水機場の予防保全対策については、計画に基づき整備等を実施しているが、引

き続き長期的な施設機能の確保に向けた保全対策を推進する必要がある。 

（指標） 

ため池の点検・診断の実施割合  ５割（H25） 全国 ４割（H25） 

 決壊すると多大な影響を与えるため池のうち、ハザードマップ等ソフト対策を実施した割

合                ３割（H25） 全国 ３割（H24） 

 河川構造物の耐震化施設率 17%（H25） 

 土砂災害から保全される人家戸数  約2.2万戸（H25） 全国 約108 万戸（H24） 
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6-2)農地・森林等の荒廃による被害の拡大 

（農地・農業水利施設等の適切な保全管理） 

○ 農村地域において、農地が有する保水効果など国土保全機能を維持するため、農地や農

業水利施設等の保全管理につながる取組みを継続する必要がある。 

 

（災害に強い森林づくり） 

○ 本県は県土の 81％を森林が占めており、豪雨による山地災害等を防止するため、森林の

多面的機能の持続的な発揮に向け、人工林の針広混交林化や、間伐等の森林整備を計画的

に推進する必要がある。 

○ CLT（直交集成板）等の新たな木製品や工法を普及することにより、木材産業の経営安

定と森林整備を推進し、健全な森林の維持を図る必要がある。 

○ 県内には、崩壊や土砂流出等の危険が高いとされる集落が多数存在し、整備に着手して

いない箇所が数多くあることから、人家などの保全対象への影響が大きく、緊急性の高い

ものから優先的に対策を進める必要がある。 

（指標） 

市町村森林整備計画等において水源涵養機能維持増進森林等に区分された育成林のうち、

機能が良好に保たれている森林の割合 

       71.6％（H25）  全国 74.1％（H25） 

 周辺の森林の山地災害防止機能等が適切に発揮される集落の数  

     1.5千集落（H25）  全国 55 千集落（H25） 
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７．大規模自然災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復で

きる条件を整備する 

7-1)災害廃棄物の処理の停滞等による復旧・復興の大幅な遅れ 

（災害廃棄物対策） 

○ 国の「災害廃棄物対策指針」が H26.3 に提示されたことを踏まえ、「岐阜県市町村災害廃

棄物広域処理計画」を改廃し、新たな災害廃棄物処理計画の策定を行うとともに、市町村

に対して、災害廃棄物処理計画の改定（未策定市町村に対しては計画の策定）を促し、適

正かつ迅速な処理体制の構築を図ることが必要である。 

 

（有害物質対策） 

○ アスベストや化学物質等の有害物質の飛散・流出対策については、届出や検査など現行

法に基づく対応に留まっていることから、大規模災害発生時に迅速な対応をするための課

題を整理・検討する必要がある。 

 

（地籍調査の実施） 

○ 災害時の円滑な復旧・復興には地籍調査による境界確定は非常に重要である。 

  地籍調査については、平成 22 年度から 25 年度までの目標値 129ｋ㎡に対し実施は 82ｋ

㎡（達成率 64%）となっており、目標を下回っていることから、引き続き事業を促進する

ことが必要である。 

（指標） 

 災害廃棄物処理計画の策定率（市町村） 90％（H25） 全国 8％（H22） 

 地籍調査進捗率  15％（H25） 全国 51％（H25） 
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7-2)人材等の不足による復旧･復興の大幅な遅れ 

（災害ボランティアの活動支援） 

○ 被災家屋周辺の土砂撤去や生活支援など、被災者の生活復旧に重要な役割を果たしてい

る災害ボランティアに対し、大規模災害が発生した際、初期対応に遅れが生ずることがな

いよう、必要な資機材を支援するルールや、備蓄方法等について検討を進める必要がある。 

 

（防災人材の育成） 

○ 災害時の被害軽減や迅速な復旧・復興には、地域コミュニティによる共助が不可欠であ

り、その中心となる地域の防災リーダー等の人材育成や防災教育の充実を図る必要がある。 

 

（建設業の担い手育成・確保） 

○ 近年の建設投資の減少により、地域の建設業においては現場の技術者の不足や若年入職

者の減少により技術継承の危機に直面しており、将来の建設業を担う人材を育成・確保し

ていく必要がある。 

 

（メンテナンスに関する人材の育成・確保） 

○ 大学や民間企業と連携し、社会基盤メンテナンスエキスパート等の育成を進めているが、

社会資本の復旧・復興を担う人材の育成をさらに推進する必要がある。 

 

（市町村に対する技術的支援） 

○ 社会資本の高齢化が進む中、多くの市町村は、技術職員の不足など維持管理に課題を抱

えており、市町村に対する技術的な支援を推進する必要がある。 

（指標） 

 高校新卒者の就職者に占める建設業への就職者の割合 6.4％（H25） 

 社会基盤メンテナンスエキスパート（ＭＥ）の養成人数 198 人（H25）  
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7-3)幹線道路の損壊や広域的地盤沈下等による復旧・復興の大幅な遅れ 

（道路ネットワーク整備） 

○ 災害発生後においても地域社会・経済が迅速に再建・回復できるよう、幹線道路に加え、

各地域の復旧・復興に必要な道路として、主要な骨格幹線道路ネットワークの整備や緊急

輸送道路ネットワークの確保する必要がある。 

 

（総合的な治水対策） 

○ 本県の南部には、日本で最大の海抜ゼロメートル地帯を有する濃尾平野が広がっており、

広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復旧・復興が大幅に遅れ

ないようにするため、近年被害を受けた河川や都市部を流れる河川等のハード対策を重点

的に実施する必要がある。 

（指標） 

 東海環状自動車道の県内供用率 52％（H25） 

主要な骨格幹線道路ネットワークの整備率 33％（H26） 

河川構造物の耐震化施設率 17％（H25） 

 


